
子どもが輝き 人と文化を育むまち

第１節
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●第１節 体系図

ビジョン みんなの目標 基本施策 

１

子
ど
も
が
輝
き

人
と
文
化
を
育
む
ま
ち

1-1 安心して子どもを産み

育てることができ、子ど

もが健やかに育つ環境

が整っている。 

111 子どもや子育てにやさしい地域社会づく

りの推進 

112 安心して子どもを預けられる幼児教育・保

育環境の整備 

113 子どもと子育て世代の一人ひとりの状況

に応じた支援の推進 

1-2 子どもが楽しく安全で

安心して学べる環境が

整っている。 

121 確かな学力を身に付け、グローバルな視点

で主体的に未来を創る子どもの育成 

122 自己肯定感を高め、多様性を認め合う子ど

もの育成 

123 心身の健康を自ら育み、豊かな感性を身に

付けた子どもの育成 

124 家庭・地域とともに子どもの成長を支える

教育環境づくりの推進 

125 学校環境の整備・充実 

126 教育委員会の適正な事務執行 

1-3 文化活動や読書、生涯学

習に関わる環境が整っ

ている。 

131 市民参加による文化芸術活動の推進 

132 市民のニーズに合わせた生涯学習の推進 

133 図書館等サービスによる読書活動の充実 

134 文化財の調査と保存 

135 文化財の公開と活用 

1-4 スポーツを通じて誰も

が楽しさを実感できて

いる。 

141 市民参加型スポーツの推進 

142 安全・快適に利用できるスポーツ施設の整

備・管理運営 
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●みんなの目標１－１ 担当部局：子ども政策部

みんなの目標（分野別指標）
満足度指数 

（2023年度） 

安心して子どもを産み育てることができ、子どもが健やかに育つ環境が

整っている。 
３．２ 

■関連するＳＤＧｓのゴール

■みんなの取組

○地域全体で、子どもを見守り、育てましょう。

○子育てしやすい職場環境づくりを進めましょう。

○ワーク・ライフ・バランスに取り組み、楽しみながら子育てをしましょう。

○困り事等は早めに相談し、育児不安の解消に努めましょう。

展開する基本施策 

  基本施策１１１ 子どもや子育てにやさしい地域社会づくりの推進 

  基本施策１１２ 安心して子どもを預けられる幼児教育・保育環境の整備 

  基本施策１１３ 子どもと子育て世代の一人ひとりの状況に応じた支援の推進 
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■基本施策 １１１ 担当課：子ども政策課

基本施策 子どもや子育てにやさしい地域社会づくりの推進 

目  的 
 子どもが地域社会の一員として尊重され、安心して健やかに育つことができ

るよう、地域みんなで子どもや子育てにやさしい社会づくりを進めます。 

現  状 

・ 

課  題 

 家族形態が多様化し、地域のつながりが希薄化する中で、子育て世帯が社会

から孤立してしまうことが懸念されます。また、子ども同士の育ち合い・学び

合いの機会が減少し、子どもが地域コミュニティの中で育つことが困難になっ

てきています。 

 保護者が安心して子育てを行い、子どもたちが夢と希望を持って健やかに育

つことができるよう、地域社会全体で子どもや子育てを支える仕組みが必要で

す。 

主な取組 

●子ども条例を制定することにより、子どもの権利擁護に対する機運を高め、

子どもの健やかな育ちを地域社会全体で支えるという意識の醸成を図りま

す。

●子育て支援総合コーディネート事業の更なる充実を図り、子育て支援に関す

る積極的な情報発信を行うとともに、関係機関との協働により、子育て家庭

の個別ニーズに応じた必要な支援を行います。

●地域との連携や民間事業者等のノウハウを活用し、子ども食堂の活動支援等

を通じて子どもや若者の居場所づくりを推進します。

●子どもたちにとって安全・安心な放課後の場の確保と、更なる保育の質の向

上を図るため、保護者や地域、関係機関との連携により、放課後児童クラブ

の適正な運営を支援します。

●子育て世帯の交流機会等の拡大による支援の充実を図るため、つどいの広場

事業における休日の事業運営などの環境整備を進めます。

●子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、国・県の各種手当などの制度改

正に関して、迅速かつ適正に対応します。

成果指標 

指 標 名 
地域子育て支援拠点施設利用

者数（年間） 

目 標 値 

（2027年度） 
１００，０００人 

設定理由 

身近な相談場所として地域子

育て支援拠点施設の利用者が

増加することは、子育ての孤

立化を防ぎ、子どもが健やか

に育つことにつながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
５８，１９８人 

推進プラン 第２期鈴鹿市子ども・子育て支援事業計画 
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■基本施策 １１２ 担当課：子ども育成課、子ども政策課

基本施策 安心して子どもを預けられる幼児教育・保育環境の整備 

目  的 

 子育て世代の就労をはじめとする社会での活躍を支援するとともに、子ども

の健やかな成長を育めるよう、保護者が安心して子どもを預けることのでき

る、多様で質の高い幼児教育・保育環境の整備を進めます。 

現  状 

・ 

課  題 

 少子化の進行により子どもの人口が減少する一方、家族構成や就業形態の変

化に伴い、低年齢児を中心に保育ニーズが多様化しています。 

 このような中、子どもが安全・安心で健やかに過ごすことができる幼児教育・

保育環境を整備する必要があります。 

主な取組 

●地域の子育てを支援するため、公立保育所・公立幼稚園の施設の再編整備を

進めるとともに、施設及び人材の適正配置などを図ります。

●老朽化が進行する施設を計画的に整備するとともに、保護者の就業形態の多

様化などに対応できるよう、特別保育の充実を図ります。

●安定した保育サービス提供のため、保育士等の処遇充実・定着化に向けた取

組を継続するとともに、保育のお仕事相談会などを開催することにより保育

職場の魅力を発信し、保育士等の人材確保を図ります。

●保育の質の向上を図るため、保育士・幼稚園教諭の２種の資格取得を促進す

るとともに、保育士等を対象とした各種研修の充実を図ります。

●保育所等でＩＣＴを更に活用することにより、子どもの安全な保育環境を確

保するとともに保護者及び保育士の負担を軽減し、多様な保育ニーズに対応

できる環境を整備します。

成果指標 

指 標 名 
保育所等※を利用している子

どもの割合 

目 標 値 

（2027年度） 
７４．０％ 

設定理由 

保育所等を利用している子ど

もの割合が増加することは、

子育て世代の社会進出の支援

及び子どもの健やかな成長に

つながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
６９．０％ 

推進プラン 
第２期鈴鹿市子ども・子育て支援事業計画、 

鈴鹿市立保育所・幼稚園施設整備に関する基本方針 

※ 保育所等：保育所（園）、幼稚園、認定こども園のこと（認可外保育施設を除く）。
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■基本施策 １１３ 担当課：子ども家庭支援課、子ども保健課

基本施策 子どもと子育て世代の一人ひとりの状況に応じた支援の推進 

目  的 

 安心して妊娠・出産・子育てができ、全ての子どもが健やかに育つことができるよ

う、子どもと子育て世代の一人ひとりの状況に応じた途切れのない寄り添った支援を

行います。 

現  状 

・ 

課  題 

 核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、妊婦や子育て家庭が地域から孤立

し、悩みや不安を抱える子どもや保護者が増加している状況にあり、妊娠・出産・子

育ての包括的な支援が求められています。 

 このため、妊娠期から低年齢期の子どもや保護者に対する相談支援や、疾患をもつ

子どもや発達の気になる子どもに対する途切れのない支援が必要であり、子どもの成

長に合わせた相談支援体制の充実を図ることが課題になっています。 

主な取組 

●「こども家庭センター」を設置することにより、児童福祉と母子保健の連携を更に

強化し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的な伴走型相談支援を行いま

す。 

●伴走型相談支援とともに妊娠期・出生後の子育て世帯を対象とした出産育児費用に

係る負担軽減策を実施し、包括的な支援を推進します。

●母子健康手帳や「すずっこファイル」の電子化により、保護者の利便性向上を図る

とともに、子育て世代のタイムリーな情報をプッシュ型で発信するなど、安心して

子育てができる支援の充実を図ります。

●子育て世代の不安を解消するために、家庭・養護、子育て、発達、就学、教育の相

談や、保育所（園）・学校・地域等からの情報提供により、子どもや家庭、ヤングケ

アラー等の課題を早期に把握し、適切な支援につなげます。

●児童虐待の未然防止策としての取組を行い、児童虐待やＤＶの早期発見・早期対応、

子どもが安心して成長できる家庭環境となるよう寄り添った支援を行います。

●「５歳児健診」を満５歳児全員に実施することで、集団へのなじみにくさなどを抱

える子どもへの早期対応、早期支援につなげます。 

●「すずっこスクエア」において、ソーシャルスキルトレーニングや保護者からの相

談を受け、専門家による相談支援の充実を図ります。 

●妊産婦や乳幼児の健康診査を実施し、疾病の早期発見や育児、発達の悩みに対応す

るとともに、必要に応じて関係機関等との連携を図り、途切れのない支援を行いま

す。

成果指標 

指 標 名 相談支援対応件数（年間） 
目 標 値 

（2027年度） 
６８，２００件 

設定理由 

相談支援対応件数が増えるこ

とは、一人ひとりのニーズに

適切かつ柔軟に対応し、子ど

もと子育て世代の不安解消に

つながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
６６，６５１件 

推進プラン 
第２期鈴鹿市子ども・子育て支援事業計画、すずか すこやか健康プラン（第

３期鈴鹿市健康づくり計画、第２期鈴鹿市自殺対策計画） 
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●みんなの目標１－２ 担当部局：教育委員会事務局

みんなの目標（分野別指標）
満足度指数 

（2023年度） 

子どもが楽しく安全で安心して学べる環境が整っている。 ３．１ 

■関連するＳＤＧｓのゴール

■みんなの取組

○自ら進んで学びましょう。

○家庭・地域・学校が連携、協働して「地域とともにある学校」をつくりましょう。

○規則正しい生活や適度な運動をしましょう。

○子どもが学習しやすい学校環境づくりを進めましょう。

○子どもが文化・芸術に親しむ機会を増やしましょう。

展開する基本施策 

  基本施策１２１ 確かな学力を身に付け、グローバルな視点で主体的に未来を創る 

子どもの育成  

  基本施策１２２ 自己肯定感を高め、多様性を認め合う子どもの育成 

  基本施策１２３ 心身の健康を自ら育み、豊かな感性を身に付けた子どもの育成 

基本施策１２４ 家庭・地域とともに子どもの成長を支える教育環境づくりの推進 

基本施策１２５ 学校環境の整備・充実 

基本施策１２６ 教育委員会の適正な事務執行 
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■基本施策 １２１ 担当課：教育政策課、教育指導課

基本施策 確かな学力を身に付け、グローバルな視点で主体的に未来を創る子どもの育成 

目  的 
 人々と協働し、主体的・能動的に学び続ける子どもたちの育成を目指し、未来を切

り拓いていくための基礎となる確かな学力を培います。 

現  状 

・ 

課  題 

 子どもたちが複雑で変化の激しい社会を生き抜くために、学習の基盤となる言語能

力、情報活用能力、問題解決能力など汎用的な資質・能力を育む必要があります。 

 また、自国や他国の文化を理解し、グローバルな視野で活躍するために必要な資質・

能力の育成が求められています。 

 子どもたちが社会で起きている事柄について関与し、解決する経験が必要であり、

社会的・職業的自立に向けて、「学ぶこと」と社会とのつながりを意識した主体的な

活動が求められます。 

 教育現場においては、幼保小中の連携により、一貫した教育の推進体制づくりを進

めていくことが求められています。また、新たな教師の学びの実現に向けて、教師が

探求心を持ちつつ、自律的に学ぶこと、主体的に学びをマネジメントしていくことが

求められています。 

主な取組 

●ＩＣＴを最大限に活用し、｢個別最適な学び｣と｢協働的な学び｣を一体的に充実し、

｢主体的・対話的で深い学び｣の実現に向けた授業改善により、学力向上を図ります。 

●外国語でコミュニケーションを図る資質・能力を育成するために、ＩＣＴや外国語

指導助手等を効果的に活用します。

●言語能力の中でも、特に読解力の向上に向けて、学校図書館の活用と読書活動の充

実を図ります。

●幼保小中の指導方法及び指導体制の共通理解や、中学校区における連携強化を進め

るとともに、本市における小中一貫教育について、必要な地域でビジョンの作成を

進めます。

●社会の形成に主体的に参画し、社会を生き抜く力や身近な社会問題を解決する能力

を身に付けるための主権者教育を推進します。

●様々な機会において、子どもたちが主体的に考え、意見を表明する権利（参加する

権利）を保障します。

●社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現していくために、

キャリア教育の充実を図ります。

●教職員それぞれの経験年数や職種に応じた研修を計画的に実施するとともに、各校

における校内研修の充実を図ります。

成果指標 

指 標 名 

全国学力・学習状況調査児童生

徒質問紙調査において、「授業で

は、課題の解決に向けて、自分で

考え、自分から取り組んでいる」

と回答した児童生徒の割合 

目 標 値 

（2027年度） 
８６．０％ 

設定理由 

児童生徒が、課題の解決に向け

て、自分で考え、自分から取り組

むことは、社会を切り拓く、生き

る力の育成につながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
７８．１％ 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画、第４次鈴鹿市子ども読書活動推進計画 



45 

■基本施策 １２２ 担当課：教育指導課、教育支援課

基本施策 自己肯定感を高め、多様性を認め合う子どもの育成 

目  的 
 子どもたちが多様性を認め合い、より良く生きるための豊かな人間性を育むととも

に、一人ひとりの能力・可能性を最大限に伸ばす教育を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 携帯電話・スマートフォンやＳＮＳが子どもたちの間で急速に普及している中、学

校では把握しづらいいじめ等の事案が発生しています。 

 子どもたちが、不登校やいじめ等により学校生活に不安な気持ちを持たずに、安心

して学んだり、学校生活を送ったりすることができる環境整備が必要です。 

 日本語指導が必要な児童生徒数は、ここ１０年間横ばいの状態です。また、通訳や

翻訳の対応が必要な国籍数は２６か国に及んでいます。 

 性的マイノリティ等、人に相談しにくい不安や悩みを抱える子どもが増えていま

す。 

 特別支援教育を受ける障がいのある子どもは、近年増加傾向にあり、医療的ケア児

や病気療養中の子どもに対する支援が重要となっています。  

 子どもたちが、自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を

身に付け、主体的に差別のない社会を実現させることが求められています。 

主な取組 

●多様な子どもたちに対して、各関係機関と連携し「誰一人取り残さない教育、途切

れのない支援」に学校全体で組織的、継続的に取り組みます。

●「鈴鹿市不登校支援初期対応マニュアル」に基づき、新たな不登校児童生徒を生ま

ない取組を推進するとともに、校内サポート教室の充実を図ります。 

●いじめを行わない、傍観しないよう、児童生徒自らがいじめ問題について学び、主

体的に考え、いじめ防止に向けた取組を推進します。

●「鈴鹿市日本語教育ガイドライン」に基づき、外国人児童生徒等の組織的な受入れ

と日本語教育の取組指導を推進するとともに、多文化共生教育の充実を図ります。 

●性的マイノリティ等、子どもたちが抱えている悩みや不安を受け止め、支援する教

育相談体制を強化します。

●「すずっこファイル」を活用し、子ども一人ひとりの特性に応じた支援の充実を図

ります。また、医療的ケア運営協議会を開催し、医療的ケア児に関する総括的な管

理体制を構築します。 

●生徒会研修会等の取組を通して、校則改正など、児童生徒が主体となった活動を推

進します。

●人権教育センターを人権教育の推進拠点とし、学校における人権教育の充実に向け

て支援します。

●子どもたちが、学校教育活動全体を通じて道徳性を身に付けられるよう、「考え、

議論する道徳」授業の展開に向けて、工夫・改善に取り組むとともに、家庭・地域

と一体となった道徳教育の推進を図ります。

成果指標 

指 標 名 

全国学力・学習状況調査児童生

徒質問紙調査において、「自分に

はよいところがあると思う」と

回答した児童生徒の割合 

目 標 値 

（2027年度） 
８２．０％ 

設定理由 

自分にはよいところがあると思

う児童生徒の割合が増えること

は、自分だけでなく他者も大切

な存在であることに気づき、お

互いを認め合うことができる児

童生徒の育成につながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
７５．２％ 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画 
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■基本施策 １２３ 担当課：教育総務課、学校教育課、

教育指導課 

基本施策 心身の健康を自ら育み、豊かな感性を身に付けた子どもの育成 

目  的 

 子どもたちの意欲・気力等の精神面の充実や健康の維持・向上を図るため、

主体的に健康について考え、体力向上に取り組む子どもを育成します。 

また、豊かな感性を育むため、心に響く教育活動を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 感染症の流行や情報機器の利用機会の拡大など、子どもを取り巻く社会環境

の変化により、体を動かす機会が減少し、生活リズムを整えることが難しくな

っており、肥満や痩身、メンタルヘルスの不調、体力や運動能力の低下など、

子どもの健康や体力に関する課題が多様化・複雑化しています。 

 このような中、子どもたちが豊かな生活を送るために、自身の健康課題につ

いて認識し、主体的に健康増進や体力向上に取り組む姿勢を身に付けた子ども

の育成が求められています。 

 また、子どもの心身の健康を育み、食への関心を高める学校給食は、安全・

安心で安定的な提供が求められています。 

 さらには、豊かな感性を育むために、体験活動、多様な表現や鑑賞の活動等

の充実を図ることが求められています。 

主な取組 

●幼児の体力向上実践プログラムや全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果

の分析をもとに、授業改善や体力向上に向けた日常的な体育活動に取り組み

ます。

●外部指導者を活用した健康教育出前講座や小中学校における教科指導、保健

だよりの発行などにより、性や薬物乱用などに関する理解の深化、疾病予防

や生活習慣病対策の啓発に取り組むとともに、教育活動以外の場において

も、保護者・児童生徒と医療機関等の関係機関とが連携して多様化する子ど

もの健康相談に応じる機会の確保を進めます。

●地産地消の推進や行事、習慣、地域の食文化等を取り入れた学校給食を生き

た教材として活用するなど、栄養教諭と食育担当者が中心となり、家庭、地

域との連携による食育を推進します。

●安全・安心な学校給食を安定的に提供するため、衛生管理の徹底、適切な食

物アレルギー対応、効率的な業務管理を行います。

●「未来応援人」を実施し、文化・芸術・スポーツ等に触れる機会を増やすと

ともに、美術、科学、書写の作品展、音楽会など、子どもたちの芸術活動の

発表の場を充実させます。

成果指標 

指 標 名 

全国体力・運動能力、運動習慣等

調査において、小中学校別、男女

別の３２種目のうち、全国平均

値を上回る種目数 

目 標 値 

（2027年度） 
１９種目 

設定理由 

子どもたちの活力の源である体

力が向上することは、子どもた

ちの意欲・気力等の精神面の充

実や健康の維持・向上につなが

るため。 

現 状 値 

（2022年度） 
１５種目 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画 
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■基本施策 １２４ 担当課：教育指導課、教育支援課

基本施策 家庭・地域とともに子どもの成長を支える教育環境づくりの推進 

目  的 

 「社会総がかり」での教育※の実現に向け、家庭・地域・学校が課題や目標を共有

し、連携、協働しながら社会に開かれた教育課程を目指すとともに、「地域とともに

ある学校づくり」に向けて、地域の将来を担う子どもの成長を支える教育環境づくり

を進めます。 

現  状 

・ 

課  題 

 地域の人との交流や校外学習の機会が大きく減少しており、家庭、地域、関係機関

等との連携・協働した教育活動の充実が求められています。 

 持続可能な部活動と教師の負担軽減の観点から部活動改革が求められており、ま

た、生徒のニーズに対応したスポーツ・文化芸術活動の機会を確保するため、休日に

おける部活動の地域移行が必要です。 

 学校・家庭・地域が子どもの教育課題を共有・協議し学校づくりに参画する「連携

型」のコミュニティ・スクールから、学校・家庭・地域それぞれが、主体的、具体的

に取り組む「協働型」のコミュニティ・スクールへの発展が必要です。 

主な取組 

●地域の自然や文化等を題材として、関係機関と連携し、ＳＤＧｓの視点も取り入れ

ながら、地域への誇りと愛着を深める郷土教育及び環境教育を推進します。

●家庭・地域・関係機関と連携し、安全教育の取組を推進するとともに、防災・減災

教育の充実を図ります。

●地域や各種目の所属団体のほか関係機関と連携・協議を行い、休日の部活動地域移

行を推進します。

●家庭・地域・学校がそれぞれの立場から、主体的に地域の子どもの成長を支える「協

働型」のコミュニティ・スクールを推進し、「地域とともにある学校づくり」、「課

題解決に向けた取組」を効果的に推進します。

●各校に配置された地域コーディネーターを中心とした、学校支援ボランティアによ

る児童生徒の教育環境の充実を支援します。

●地域、保護者の協力による登下校の見守り隊（ボランティア）など、通学路を含む

学校における安全確保に向けた取組の充実を図ります。また、地域と学校が連携し

て危険箇所点検を実施し、子どもの安全を守ります。

●問題行動の未然防止や早期対応に向けて、学校と地域が連携した補導活動及び見守

り活動を推進します。

成果指標 

指 標 名 

学校運営協議会委員等へのアン

ケートにおいて、「地域と連携し

た取組が組織的に行えるように

なっている」と回答した割合

目 標 値 

（2027年度） 
３９．０％ 

設定理由 

地域や家庭と学校が連携・協働

した取組の充実は、保護者や地

域住民の教育活動への参画を促

進し、地域とともにある学校づ

くりにつながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
２８．９％ 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画 

※ 「社会総がかり」での教育：国、地方、学校、家庭、地域社会、経済界、メディア等、社会全体がそれぞ
れ「当事者」として教育改革に取り組むこと。
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■基本施策 １２５ 担当課：教育総務課、教育政策課

基本施策 学校環境の整備・充実 

目  的 
 子どもたちが安心して快適に学ぶことができるよう、学校施設の整備や改修

を行います。 

現  状 

・ 

課  題 

 少子化の進展による児童生徒数の減少により、小中学校の規模適正化、適正

配置を推進していく必要があります。 

 学校施設は、各学校の校舎等の老朽化が進んでおり、計画的に長寿命化を図

るとともに、設備の更新や維持管理を図っていく必要があります。 

老朽化が進む給食調理施設の適切な維持管理が課題となっています。 

主な取組 

●「鈴鹿市学校規模適正化・適正配置に関する基本方針」に基づき、各学校の

学校規模の適正化、適正配置を推進するとともに、必要な地域で小中一貫教

育に適した学校施設の整備について、計画的に取り組みます。 

●中学校の長寿命化改修等を計画的に進め、避難場所ともなる小学校屋内運動

場の改築を実施するとともに、老朽化対策、トイレ改修、バリアフリー化等

の各学校施設の整備を行います。また、屋内運動場のエアコン設置など設備

の充実に取り組みます。

●安全・安心な学校給食を安定的に提供するため、給食調理施設（学校給食セ

ンター、第二学校給食センター、自校調理室）や調理機器等の適切な維持管

理及び老朽化・長寿命化に対応した施設改修を計画的に行うとともに、給食

調理施設の今後の在り方に関する課題や方向性等の整理を進めます。 

成果指標 

指 標 名 
学校施設の整備に満足してい

る保護者・地域住民の割合 

目 標 値 

（2027年度） 
５０．０％ 

設定理由 

学校施設の整備に対する満足

度が高まることは、子どもた

ちの学習環境の向上を示すこ

ととなるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
４２．５％ 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画 
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■基本施策 １２６ 担当課：教育総務課、学校教育課

基本施策 教育委員会の適正な事務執行 

目  的 
 学校への人的配置や家庭への経済的支援とともに、学校における働き方改革

や教育委員会会議の活性化を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化する

社会状況の中で、学校への人的配置の充実を図ることや、子どもたちの将来が

家庭の経済的な理由に左右されないための支援が必要です。 

 教職員の時間外労働時間が課題となっていることから、業務負担の軽減を図

り、限られた時間の中で授業の改善や子どもたちと向き合う時間を確保するこ

とが必要です。 

 学校における取組や現状を把握するため、教育委員会活動の充実が必要で

す。 

主な取組 

●子どもたちの支援や学びの充実を目指し、小中学校に必要な人的配置を行い

ます。

●保護者の経済的な負担軽減を図るため、就学援助制度により、学用品費等就

学に必要な経費の一部を援助します。

●私立高等学校等の教育条件の維持・向上のため、設置者に補助を行います。 

●持続可能で効果的な教育活動を行うため、教育委員会は学校に求める業務を

精選したり教職員の一人１台端末を活用したオンラインによる会議や研修

会等を行ったりして学校業務の効率化を図るとともに、部活動指導員の拡充

や地域及び学生ボランティア等の外部人材の活用により、学校における働き

方改革を進めます。

●保護者や市民との信頼を構築し、共に子ども一人ひとりの健やかな成長を支

えるため、教職員のコンプライアンス意識の醸成を図ります。

●教育委員会会議を小中学校で開催し、教職員等との意見交換や取組実践の見

学などを通して教育委員会活動の充実を図ります。

●ＰＴＡ等の団体をはじめ、市民との情報共有・情報連携のため、ウェブサイ

ト、ＳＮＳ等の活用により、積極的に情報を提供します。

成果指標 

指 標 名 

学校における時間外労働時間

が、年間３６０時間以内とな

る教職員の割合 

目 標 値 

（2027年度） 
１００％ 

設定理由 

教職員の時間外労働時間が削

減されることは、学校におけ

る働き方改革の推進につなが

るため。 

現 状 値 

（2022年度） 
６４．０％ 

推進プラン 鈴鹿市教育振興基本計画 
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●みんなの目標１－３ 担当部局：文化スポーツ部

みんなの目標（分野別指標）
満足度指数 

（2023年度） 

文化活動や読書、生涯学習に関わる環境が整っている。 ２．９ 

■関連するＳＤＧｓのゴール

■みんなの取組

○子どもから大人まで、文化や芸術にふれる機会を増やしましょう。

○心豊かに過ごせるよう、文化芸術活動に取り組みましょう。

○学びの場を知り、活用して、教養を深めましょう。

○みんなで図書館を積極的に利用するなど、読書習慣を身につけましょう。

○文化財に触れる機会を充実させ、ふるさとへの愛着や誇りを持ちましょう。

○文化財を地域共有の宝とし、まちおこしなどに活用し、みんなで受け継いでい

きましょう。

展開する基本施策 

  基本施策１３１ 市民参加による文化芸術活動の推進 

  基本施策１３２ 市民のニーズに合わせた生涯学習の推進 

  基本施策１３３ 図書館等サービスによる読書活動の充実 

  基本施策１３４ 文化財の調査と保存 

  基本施策１３５ 文化財の公開と活用 
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■基本施策 １３１ 担当課：文化振興課

基本施策 市民参加による文化芸術活動の推進 

目  的 
 市民が文化事業に参加し、文化芸術に親しむ機会の増加を図るために、文化

芸術団体との協働や活動への支援を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 文化事業への参加者が減少しているため、民間の力を活用し、市民の文化に

対する意識を高め、誰もが気軽に文化芸術に「ふれる、たのしむ、ささえる」

ことができる環境整備が必要です。 

 また、文化活動へ参加したり鑑賞したりする機会が充実するよう、文化施設

を効率的・効果的に管理運営する必要があります。 

主な取組 

●文化施設への指定管理者制度の導入により、効率的・効果的な管理運営を行

います。また、多様化する市民ニーズに対応した文化事業の提供を行い、市

民サービスの向上を図ることで、文化芸術によるイノベーションの創出につ

なげます。

●多様な人材や文化芸術団体、諸機関と連携・協働し、誰もが文化活動をささ

える（参画できる）環境づくりを進めます。

●文化事業を推進する企業、団体等への後援を行い、事業への参加を促進しま

す。

●幅広い世代が文化活動に参加できるよう、地域や学校で文化芸術にふれる機

会をアウトリーチ事業として提供します。

●セミナー、講座など学ぶ機会の充実や、民間の力を生かした文化活動の推進

を図ります。

●文化施設において、吹奏楽等音楽、美術、演劇、舞踊、その他の芸術等や、

優れた鑑賞事業をたのしむ機会を提供します。

●文化会館多目的ドームの特徴を生かした事業を実施し、新たな利用促進と交

流を図ります。

●ＳＮＳを活用した文化活動に関わる情報提供の充実を図ります。

●利用者が安心して使用できるよう、施設の整備を行います。

成果指標 

指 標 名 文化事業への参加者数（年間） 
目 標 値 

（2027年度） 
３７，８００人 

設定理由 

文化事業への参加者数が増加

することは、文化芸術に親し

む機会の増加につながるた

め。 

現 状 値 

（2022年度） 
２７，８８６人 

推進プラン ― 



52 

■基本施策 １３２ 担当課：文化振興課

基本施策 市民のニーズに合わせた生涯学習の推進 

目  的 
 市民が生涯にわたり主体的に学習活動に取り組めるよう、学習情報や学習機

会の提供を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 一人ひとりが生涯を通じて生きがいを持ち、様々な学習機会の提供が求めら

れる中、生涯学習事業の参加者は減少傾向にあります。 

 市民のニーズに合わせた生涯学習事業を推進するため、誰もが生涯を通じて

学び、生きがいを持ち仲間づくりができるよう、身近なところで市民が集い、

学習できる場を提供することが必要です。 

主な取組 

●学官連携による専門的な学習事業に加え、外部（地域社会の人材）からの講

師を招き、多彩なジャンルの講座を展開します。また、オンライン開催など

により、市民が参加しやすい環境を整備することで、市民のニーズを探りな

がら、幅広く学習機会を提供します。

●市民の多様な学習ニーズに応えるため、あらゆる媒体を利用して学習の場の

情報を提供します。

●２０歳の方からなる実行委員会の企画運営による「二十歳のつどい」を実施

し、主体性を育みます。

●社会教育関係団体を支援し、地域の学習環境の充実を図ります。

●放課後や学校の休日などに、地域住民の協力を得て、子どもたちに勉強や遊

び、住民との交流活動などの機会を提供することにより、子どもたちを社会

全体で心豊かに育む環境づくりを推進するため、引き続き、放課後子ども教

室・土曜体験学習を開校します。

●ＰＴＡ家庭教育学級や公民館の乳幼児教室等において、保護者同士の交流

や、家庭教育の悩みなどを話し合う、訪問型ワークショップを実施します。 

成果指標 

指 標 名 
市が主催する生涯学習事業へ

の参加者数（年間） 

目 標 値 

（2027年度） 
５，０００人 

設定理由 

生涯学習事業への参加者数が

増加することは、市民が主体

的に生涯学習活動に取り組ん

でいることにつながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
３，４２５人 

推進プラン ― 
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■基本施策 １３３ 担当課：図書館、文化振興課

基本施策 図書館等サービスによる読書活動の充実 

目  的 

 市民が読書に魅力を感じ、知識や教養を深められるよう、貸出、複写、レフ

ァレンスといった図書館サービスの充実を図ります。 

 家庭、地域、学校等と連携し、全ての子どもが自ら進んで読書に親しめる環

境を整え、子どもの読書活動の充実を図ります。 

現  状 

・ 

課  題 

 近年、娯楽の多様化等生活様式の変化から、読書離れが進み、本に触れる機

会が少なくなっています。図書館においても図書貸出カード登録者の割合が人

口の２０．２％にとどまっており、新たな利用者を獲得できていない状況です。 

 新たな利用者を獲得するためには、利用者のニーズを把握し、読書自体に魅

力を感じる情報発信及び図書館施設の利用につながる図書館サービスの充足

が必要です。 

 子どもの読書量は、年齢が高くなるにつれて低下する傾向にあることから、

読書活動を推進するに当たっては、社会全体で取り組む必要があります。 

主な取組 

●図書館サービスに当たっては、利用者の課題解決の支援を図るため、次世代

に継承する資料等、多様な情報資料を蓄積し、迅速な図書の照会や検索(レ

ファレンス)を行います。

●多様化するニーズへの対応として、幅広くアンケートを実施し、意見集約し

た取組等により、図書館サービスの充実を図ります。

●乳幼児（初めて本に触れる年代への本の紹介）から高齢者までのあらゆる年

齢層、情報が不足する外国人、障がい者などへの来館可能となるサービスを

充実させ、誰もが読書に親しめる場を提供します。

●図書館司書を通して学校図書館と連携し、若年層の読書離れを抑制する取組

を行います。

●利用者の増加に向けて、デジタル技術を活用して図書館（江島分館含む）の

利用案内や来館を促すイベント、展示などのＰＲのほか、利用環境の整備に

向けた取組を進めます。

●子どもの読書活動に当たっては、国・県が取り組む計画に合わせて、不読率

の低減や、多様な子どもたちの読書機会の確保、子どもの視点に立った読書

活動の推進等に取り組みます。（対象年齢０歳～１８歳）

●家庭、地域、学校等が中心となり、社会全体で全ての子どもが読書活動の恩

恵を受けられるようにするため、主体的な学びや読書への興味関心を促すた

めの取組を展開します。

成果指標 

指 標 名 図書貸出カード登録者の割合 
目 標 値 

（2027年度） 
３０．０％ 

設定理由 

図書貸出カードの登録は、読書

に親しむ主体的な意思表示であ

り、読書をする機会の増加につ

ながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
２０．２％ 

推進プラン 第２期鈴鹿市立図書館サービス推進方針、第４次鈴鹿市子ども読書活動推進計画 
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■基本施策 １３４ 担当課：文化財課

基本施策 文化財の調査と保存 

目  的 

 適正な文化財の保護につなげるため、文化財の指定、登録等の追加指定、環

境整備の実施、保存に関する周知を行います。また、これらの取組を効果的に

各種情報発信することで、地域のまちおこしの活動等の意識が高まることを目

指します。 

現  状 

・ 

課  題 

 適正な手続を行わず、文化財を現状変更あるいは修理を無断で行っているケ

ースが見受けられ、文化財の適正な保存を必要としています。 

 文化財の保存や管理については、所有者、管理者及び地域住民に対し周知を

行い、広く理解を得ることが必要です。 

主な取組 

●文化財の指定、登録について所有者からの申請があった際には、法令に沿っ

て適正な調査等の手続を行います。

●文化財所有者及び管理者との連携を図り、長期的な保存に向けた管理を進め

ます。

●指定文化財（歴史・学術・芸術上の価値が高いことから指定された文化財）

について、保存を支援するための制度の周知を図ります。

●文化財の保存に係る適正な取扱いについて、各種情報発信を行うことによ

り、地域全体で文化財を守り育てる意識を高めます。

●文化財の適切な保存のため、環境整備を行います。

●文化財の指定や保存のため、鈴鹿市文化財調査会をはじめとする専門性のあ

る各種協議会等との連携を図ります。

●地域で活動する顕彰会などの団体活動に対して、支援・協力を行います。

●史跡等の規模や構造を明らかにするための調査を行い、文化財の保存を図り

ます。

●開発行為等に伴う市内遺跡の調査を行い、文化財の保存を図ります。

成果指標 

指 標 名 文化財の保護措置件数（年間） 
目 標 値 

（2027年度） 
４８件 

設定理由 

法令に基づく指定、登録、選定

や追加指定、買上げ、環境整備

の実施、保存に係る行政指導

などの措置を行うことは、文

化財の保護につながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
４４件 

推進プラン ― 
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■基本施策 １３５ 担当課：文化財課

基本施策 文化財の公開と活用 

目  的 

 文化財を地域のまちおこしや観光等に広く活用できるよう、文化財に触れる

機会を創出する記念館、資料館、博物館等の公開及び啓発事業の充実を図りま

す。 

現  状 

・ 

課  題 

 地域にある文化財を地域振興や観光等に活用し、活発に活動している地域が

多くない現状があります。 

 学校教育や地域活動を通じて、若い世代が地域にある文化財に触れ、興味を

持ってもらうことで、文化財を後世に継承し、文化財保護の機運が高まってい

くよう、魅力ある展示や更なる啓発活動を行う必要があります。 

主な取組 

●各記念館・資料館や考古博物館で開催する企画展等について、魅力ある展示

内容の充実を図ります。

●考古博物館や隣接する歴史公園を活用し、子どもたちが参加できるイベント

の開催を行います。

●来館者の増加を図るため、ＳＮＳなどの多様な媒体を活用し、各記念館・資

料館や考古博物館の情報発信を行います。

●市が保管する郷土資料のデータベース化作業を進め、資料の公開を行いま

す。

●施設外の啓発活動や公民館等への出前講座などにより、文化財の啓発を行い

ます。

●埋蔵文化財について、ウェブサイト上での情報発信を行い、広く市民が利用

しやすい環境整備を図ります。

●地域振興や観光等に活用できるよう、地域に未指定文化財等のリストや情報

を提供します。

成果指標 

指 標 名 

郷土資料・博物館資料等公開

施設の来館者数及び啓発事業

などへの参加者数（年間） 

目 標 値 

（2027年度） 
３２，５００人 

設定理由 

郷土資料・博物館資料等公開

施設の来館者及び啓発事業な

どへの参加は、文化財の継承

や文化財保護の機運につなが

るため。 

現 状 値 

（2022年度） 
２１，００５人 

推進プラン ― 
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●みんなの目標１－４ 担当部局：文化スポーツ部

みんなの目標（分野別指標）
満足度指数 

（2023年度） 

スポーツを通じて誰もが楽しさを実感できている。 ３．１ 

■関連するＳＤＧｓのゴール

■みんなの取組

○スポーツに触れ親しむ環境づくりを進めましょう。

○スポーツを通じ、健康増進を図りましょう。

○地域全体でアスリートの活動を支援しましょう。

展開する基本施策 

  基本施策１４１ 市民参加型スポーツの推進 

  基本施策１４２ 安全・快適に利用できるスポーツ施設の整備・管理運営 
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■基本施策 １４１ 担当課：スポーツ課

基本施策 市民参加型スポーツの推進 

目  的 

 市民がスポーツへの関心を高め、スポーツ活動に親しみながら、心身ともに

健康的な生活を送るために、生涯にわたってスポーツに参画できる環境づくり

を推進します。 

現  状 

・ 

課  題 

 市民がスポーツに触れ親しみ健康増進を図る上で、スポーツを「する」、「み

る」、「ささえる」という方法で参画できる機会が求められています。 

市民がスポーツの関心を高め、健康的な生活を送るために、習慣的に運動・

スポーツに取り組む意識の向上を図る必要があります。

主な取組 

●市主催のスポーツ行事を開催し、市民がスポーツに参画できる機会を提供し

ます。

●鈴鹿市スポーツ協会などのスポーツ団体等と連携し、年齢や体力に関係なく

気軽に楽しむことのできるスポーツ・レクリエーション活動の普及に総合的

に取り組みます。

●鈴鹿市スポーツボランティア制度の規模を拡大し、スポーツ活動におけるプ

ラットフォームの強化を図ります。

●地域スポーツの中核的役割を担うスポーツ推進委員と連携し、各地域でスポ

ーツに触れ親しむ場を提供し、生涯にわたって市民が健康的な生活を送るこ

とができる環境づくりを進めます。

●全国から参加者を募るシティマラソン等を開催することで、ツーリズムによ

る地域活性化の実現を目指すとともに、幅広い年齢層の市民のスポーツへの

関心を高めます。

●地域スポーツの裾野が広がるよう、国内のトップリーグなどで活躍するクラ

ブチームを支援するとともに、地域とクラブチームの交流促進を図ります。 

成果指標 

指 標 名 
市主催などの各種スポーツ事

業への参加者数（年間） 

目 標 値 

（2027年度） 
１４，３２５人 

設定理由 

スポーツ行事への参加者数の

増加は、健康的な生活を送る

ことにつながるため。 

現 状 値 

（2022年度） 
１１，４２２人 

推進プラン ― 
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■基本施策 １４２ 担当課：スポーツ課

基本施策 安全・快適に利用できるスポーツ施設の整備・管理運営 

目  的 

スポーツ施設が多くの市民に利用され、スポーツ人口の増加や競技力の向上

につなげるために、スポーツ施設の維持・向上、満足度の高い管理運営に取り

組みます。 

現  状 

・ 

課  題 

 日常的に安全・快適に利用できるスポーツ施設の環境において、施設機能の

維持・向上が求められています。 

 市民がスポーツ施設をより快適に利用するためには、利用者の安全面に考慮

した施設の老朽化への対応が課題となっています。 

 また、ユニバーサルデザインに基づいた施設機能の維持・向上のため、計画

的な施設整備が必要です。 

主な取組 

●スポーツ人口の増加や競技力向上の拠点となるよう、スポーツ施設の定期的

な点検・検査を実施し、安全・快適な利用環境を整えます。また、スポーツ

施設のユニバーサルデザインへの対応や老朽化対策等、計画的な施設の整備

を行います。

●スポーツや観光に適した立地にあるスポーツ施設を活用した全国規模の大

会開催等、スポーツツーリズムに取り組みます。

●施設の管理運営において、公共施設予約システムの利用促進により、予約管

理の負担軽減等から利用者の増加に向けた環境づくりを進めることで、スポ

ーツを通じた心身の健康、保持・増進につなげます。

●国・県が取り組む方針や計画に合わせて、スポーツ施設の利用に関する情報

の周知・啓発を行い、複雑化するスポーツをとりまく社会問題に対応してい

くことで、施設利用者が安心してスポーツを楽しむことができる環境づくり

を進めます。

成果指標 

指 標 名 
使用料を有するスポーツ施設

の利用者数（年間） 

目 標 値 

（2027年度） 
４００，０００人 

設定理由 

スポーツ施設の利用者数が増

加することは、スポーツ人口

拡大及び競技力向上につなが

るため。 

現 状 値 

（2022年度） 
２７９，０４７人 

推進プラン ― 




